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＜凡例及び法令の略称等＞

内  容
説          明

監査
監査活動について、本マニュアル上では、監査･往査･聴取( ヒアリング) など､内容により使い分けている。会社によっても定義が異なるので適宜判断されたい。

監査調書
個々の監査活動に対応して、監査調書、往査記録､ヒアリング記録などと呼称され、文書、又は電子記録として保存され、監査報告書の記載事項について意見形成をするうえで基礎となる記録をいうが、本文中では､「監査調書」に統一している。

※
留意点、豆知識並びにアドバイスなどを参考として記載した。

■
スタッフ業務としてここまですることが｢望ましい業務｣であるが、どこまでやれるかは各社の体制より判断されたい。

〇商
商法

〇商特
株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律

〇施行規則
商法施行規則

〇証取
証券取引法

Ⅰ．はじめに
平成13年から平成14年にかけての商法改正により、監査役の権限と役割は従来に比較し、非常に強固なものとなっている。その一方で、相変わらず多発する企業不祥事を予防するために監査役監査の実効性が益々問われている。このため、日本監査役協会では、本年2月に「改定監査役監査基準」を公表し「見える監査役活動」「責任をとる監査役」を目指した。また、社外監査役についても、遅くとも平成18年の株主総会終了後には、資格の厳格化とともに、監査役会構成員の半数以上とする必要があることもあって、これを支える監査役スタッフの業務の重要性も当然のことながら高まりつつある。
このような背景のもと、当協会では、本部スタッフ研究会を立ち上げ、スタッフの職務設計のありかたを検討するために、スタッフの意識調査を実施すること、及び監査役監査の品質の向上に資するため、現在各社スタッフが使用している、各種マニュアル、チェックリスト、規則・規定、ノウハウ、フォーム等のツールを収集、集約することとした。ツールについては、データベース化し、当協会のホームページ上に提供することで、各社がニーズに応じて容易に利用でき、実務に反映できる仕組みを構築することを目指しスタートした。当初は、有効なツールの収集・集約作業に絞って協議、検討を行ってきたが、議論の過程で、ツールを項目別に整理して提供するだけではなく、具体的な監査活動をイメージしながらツールの活用に導くようなマニュアル化が有効であるという結論に至った。
従って、年間の監査活動に沿って、ツールを活用していただくことを想定し、本マニュアルの構成は以下の通りとしている。
［1］「監査役会の事務局業務」 ：年間を通し多くの定型的な業務があるため時系列外として独立の項目としてまとめる。
［2］「年間時系列監査活動」　 ：年間を通して時系列の監査役の監査活動とスタッフ業務を対比する形式でまとめる。
［3］「監査業務支援ツール」　 ：上記業務及び活動を支援する役割を担うツールを、収集・集約した各社事例を機能的に分類し、

電子データとしてファイル化する(本マニュアルには、ツールリストを添付)。
スタッフ業務の内容については、平成14年に当協会関西支部監査役スタッフ研究会が発表した「監査役スタッフ業務」の成果を引き継ぎ、さらに前述の全面的に改定された「監査役監査基準」及びケース・スタディ委員会で公表する「監査役監査実施要領」をベースに、スタッフとしての活用の利便性、効率性等の理想を盛り込みながら、なるべくスタッフの業務として現実的な表現にするような配慮を心掛けた。
ツールについては、検索し易いようにタイトルの統一化を図るとともに、汎用性を考慮して中身を精査し、ある程度の修正・絞込みも行わせていただいた。また、ここに紹介するツールは当協会のホームページからダウンロードできるようにする予定であり、適宜加工・修正のうえ、ご活用願いたい。また、新しいツールを考案された際には、是非、当協会事務局へ電子メールでお寄せいただければ幸いである。また、このたびのツールの収集にあたり、多数の方々にご協力を賜ったことをご報告するとともに、紙面をお借りし、御礼申し上げる次第である。
Ⅱ．監査役会の事務局業務

ス　タ　ッ　フ　業　務
参　　　　考

（監査役会の事務局）
スタッフは、監査役会の事務局として招集・議案決定・議事進行・議事録の作成等について監査役を補佐し、円滑な監査役会運営実務を遂行する。

１．監査役会の運営　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〇商特18の2

(１) 監査役会の開催 

１．開催日時、開催場所については、全監査役が出席できるように配慮する。

取締役会の日程等を考慮し、年間の開催日程をあらかじめ定めておく。

２．議題及び内容については、常勤監査役と調整する。

■監査役会審議の充実を図るため取締役等に監査役会への出席を求める場合には、日時・内容を調整する。

(２) 招集手続

    法令・定款並びに監査役会規則に基づき、次の事項を記載した招集通知を発送する。 

① 開催日時  ② 開催場所  ③ 会議の目的

〇商特18の3②(準用:商259、同259の②)

※監査役全員の同意のある場合には、監査役会の招集手続を省略することができる。　　　　　　

　　　　　　　　　　　　

(３) 監査役会の効率的運営の補佐　

    監査役会の議案並びに関係資料等を作成し、監査役会が効率よく運営できるよう補佐する。
(４) 議事録の作成   　　　　　　　　　〇商特18の3②(準用:商260の4⑤)

１．監査役会の議事については、議事録を作成する｡

２．議事録には、下記の事項を記載し、出席した監査役から記載内容の確認を得たうえで、記名押印を受ける。

    〔記載事項〕
        ａ) 日時、場所  ｂ) 議長  ｃ) 出席者  ｄ) 決議事項  ｅ)協議事項 

ｆ)報告事項     ｇ) 付記意見  

      ※ 監査役全員の同意により、招集の手続を経ないで開催した場合には、その旨を記載｡

３．作成した議事録を保管するとともに備置用に保管担当部門へ提出する。

      ※ 議事録は、法定備置書類として十年間本店に備置しなければならない。

〇商特18の3②(準用:商260の4⑤)


監査役会決議・協議等の規定

＜主な決議事項＞　　　　　　　　　　　　　　　　　〇商特18の3①

 ・監査役全員の一致による決議事項

  ａ）会計監査人の解任

  ｂ）株主総会に提出する取締役の責任免除に係る議案に対する同意

  ｃ）取締役会決議により取締役の責任を免除しうるための定款変更に係る議案に対する同意

  ｄ）定款の規定に基づき取締役会に提出する取締役の責任免除に係る議案に対する同意

  ｅ）社外取締役と責任限定契約をしうるための定款変更に係る議案に対する同意

  ｆ）会社が取締役を補助するための訴訟参加に対する同意

 ・監査役全員の過半数による決議事項
  ａ) 招集者・議長選任 

  ｂ）計算書類等の受領者
  ｃ) 会計監査人からの監査報告書の受領者

  ｄ) 監査方針・監査計画・業務分担

  ｅ) 監査費用

  ｆ) 監査役選任に関する議案の提出の同意

  ｇ）会計監査人の選任・不再任の同意

  ｈ）監査報告書の作成

  ⅰ) 総会口頭報告者選任

  ｊ) 仮会計監査人の選任

＜監査役全員の合意による協議事項＞

  ａ) 常勤監査役の互選　　　　　　　　　　　　　　　　〇商特18②

  ｂ）監査役報酬、賞与の配分　　　　　　　　　　　　　〇商279

  ｃ）退職慰労金に関する事項　　　　　　　　　　　　　　同　上

      なお、上記については､監査役全員の合意により監査役会において行うことができる。

＜主な報告事項＞

  ａ) 執行部門からの執行状況聴取

  ｂ) 会計監査人の監査計画・監査結果

  ｃ) 往査・ヒアリングの報告

  ｄ) 法令等の改正状況等

ｅ) その他



Ⅲ. 年間時系列監査活動とスタッフ業務
時系列
監　　　査　　　活　　　動　　　項　　　目
ス  タ  ッ  フ  業  務

株主総会終了後

株主総会終了後

株主総会終了後

期　　中

期　　中

期　　中

期　　中

期　　中

期　　中

期　　中

期　　中

中間決算時

中間決算時

期末決算時

期末決算時

期末決算時

期末決算時

期末決算時

株主総会前

株主総会前

株主総会前

株主総会当日

株主総会後

株主総会

　　前後

その他


株主総会終了後の監査役会

株主総会終了後の監査役会

株主総会終了後の監査実施

代表取締役との定期的会合

会計監査人との会合

日常監査の実施と報告

日常監査の実施と報告

日常監査の実施と報告

日常監査の実施と報告

日常監査の実施と報告

日常監査の実施と報告

日常監査の実施と報告

期中の監査役会

監査役連絡会

グループ監査役連絡会

代表取締役との会合

中間決算監査の実施

会計監査人との連係

中間決算時の監査役会

期末決算監査の事前準備

期末決算監査準備時の監査役会

期末決算監査の実施

代表取締役との会合もしくは文書の受領

会計監査人との連係

監査役会監査報告書作成の監査役会

監査役会監査報告書作成の監査役会
決算取締役会

連結決算監査

株主総会前の監査実施

株主総会前の監査役会

株主総会前の監査役会

株主総会当日

の対応

株主総会終了後の監査役会

株主総会後の監査

その他決算関連監査

株主総会代表訴訟への対応


1． 監査役会招集者、議長選任、常勤監査役の互選

2． 監査役の報酬、賞与又は退職慰労金の協議

3． 計算書類等及び会計監査人監査報告書等の受領者の選任等

4． 監査方針、監査計画、監査業務分担の審議

※「監査計画」等の策定及び提案時期について

・監査活動の枠組みを作る監査計画の立案については、時間を要することや監査役の新任・退任の状況などを踏まえ、作成の時期や監査役会への提案時期は会社の事情により判断する。

５．監査費用の予算等の審議

※「監査費用の予算」の策定時期について

･実際には、会社の予算策定サイクルに従うこととなる会社が多いので、監査役会への提案時期はそれを考慮する。

１．株主総会議事録の記載内容の監査

2． 決算公告、決議通知、利益処分、商業登記等、株主総会決議事項の実施状況監査

3． 総会後の法定備置書類の監査

4． 総会終了後の取締役会決議事項についての審議・承認状況監査

1． 監査方針、監査計画の説明及び円滑な監査活動ができる体制の要請

2． 経営方針の確認

3． 法令等遵守体制、リスク管理体制、企業情報適時開示体制などを含む内部統制システムの構築・運用状況についての意見交換

4． 会社が対処すべき課題、リスク等についての意見交換

5． 取締役から監査役会へ報告すべき事項についての協議　　　　　　　　　　　　　〇商274の2など

1． 会計監査人の監査計画、監査項目の説明聴取、意見交換

2． 会計監査人が把握した内部統制システムの状況、リスクの評価等の説明聴取、意見交換

3． 監査役会監査方針、監査計画の概要説明、意見交換

1． 監査役は、日常の監査活動を通じて、企業活動の適法性を確認するとともに、会社財産が適正に表示され、かつ管理されていることを確認する｡

2． 取締役会への出席・意見陳述義務

(取締役会決議その他における取締役の意思決定の監査)

3． 重要会議への出席、取締役及び使用人からの報告受領など

4． 内部監査部門等からの内部統制システムにかかわる状況とその監査結果の報告聴取

5． 企業情報を適正かつ適時に開示する体制の確認、及び社内の情報伝達体制の構築･運用状況の確認

6． 書類の閲覧

7． 実地調査・子会社等の調査により、往査先の業務が適法かつ適正に行われているかの確認、及び内部統制システムの構築･運用状況の確認

8． 監査調書の作成、監査内容等の報告・説明

9． 競業取引等の監査（商法施行規則第133条監査）

１０．自己株式の取得及び処分等の調査

１１．会計監査人監査への同行・立会い

1． 取締役会議案等の監査及び議案に関する監査役会の審議　

2． 取締役からの報告聴取、取締役に対する助言、勧告等の審議

3． 会計監査人からの報告聴取と対応審議

4． 各監査役の期中監査実施状況及び監査予定の報告

1． 各監査役の期中監査実施状況報告及び監査予定の調整

2． 各監査役の情報の共有化

3． 監査役会審議、報告事項の事前協議

4． 代表取締役との会合、会計監査人との連係についての事前協議

5． 監査業務の分担の調整

1． 連結経営の視点を踏まえ子会社等の監査役と緊密な連係を保つため、グループ監査役連絡会を開催する。

２．子会社等の監査役と、情報提供や意見交換などを行い、グループ全体の監査役監査の質的向上･均質化･効率化を図る。

1． 代表取締役から経営課題その他監査役への報告事項の報告

2． 監査役監査実施状況とその結果についての取締役への報告

3． 必要あると認めたとき、取締役に対する助言、勧告

4． 内部統制システムの整備状況についての意見交換

１．会計方針、会計処理の方法等の説明聴取

２．中間財務諸表の説明聴取、調査

３．中間事業報告書記載内容の調査

４．中間配当手続の調査

5． 決算短信、半期報告書記載内容の調査

6． 取締役会における中間決算内容審議・承認状況の監査

(付記)四半期決算監査(含む証券取引所による四半期情報開示義務付けへの対応)及び中間連結決算監査については、中間決算監査業務に準ずる。

１．必要に応じ会計監査人監査に立会

２．会計監査人からの中間決算監査実施報告、監査内容説明聴取

１．監査の方法と結果の記録作成と報告、審議

２．会計監査人の監査の相当性審議

１．株主総会関係日程（含：決算会計処理関係日程）原案の適法性の確認

２．期末監査日程案（含：監査役会日程）の作成

３．期中監査（含：商法施行規則第133 条監査）結果の整理

１．株主総会関係日程（含：決算会計処理関係日程）原案の適法性審議　

２．期末決算監査計画（含：監査役会日程）の審議

1． 会計方針、会計処理の方法等の説明聴取

2． 財務諸表、計算書類等の説明聴取、調査

3． 取締役会における決算案内容審議・承認状況の監査

4． 取締役から計算書類等受領

5． 計算書類等記載内容の調査

6． 利益処分案の適法性、妥当性の監査

　　　　　　　　　　　　　　　　　　〇商288、同290

7． 決算短信、有価証券報告書記載内容の調査

　　　　　　　　　　　　　　　　　　〇証取24

１．取締役から監査役選任に関する提案受領

2． 取締役から会社が対処すべき課題についての見解、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実の有無等についての報告受領

3． 会計監査人の選任等の提案受領

１．必要に応じ会計監査人監査に立会

２．会計監査人から監査報告書を受領するとともに、監査の方法及び内容を聴取する。

1． 監査役からの監査の方法と結果の報告及び審議（含：期末決算監査実施内容報告、会計監査人監査

の相当性審議）
２．監査役会監査報告書作成、提出
３．監査役選任議案審議、取締役へ同意書提出
４．会計監査人の選任・不再任・解任議案の審議

５．決算取締役会における監査役会監査報告書の報告者の選任
１．会計監査人監査報告書の報告確認

２．監査役会監査報告書の報告確認

３．株主総会招集日時、場所、提出議案（監査役選任議案を含む）、書類の審議・承認状況監査

１．連結範囲等の調査　　　　　〇施行規則144､同150

２．取締役から連結財務諸表及び連結計算書類の受領

(商法上監査を要するのは「連結貸借対照表」及び「連結損益計算書」のみである)　　〇施行規則143

３．会計監査人監査報告書の受領及び相当性審議

　　　　　　　　　　　　　　　　　　〇施行規則182

4． 監査役会監査報告書の作成及び提出

(上記3．及び4.の日程が、個別と連結で異なる

場合には、別途監査役会を開催する。※)

５．その他は個別の監査業務に準ずる

１．株主総会招集手続の適法性監査

２．株主総会提出議案及び書類の監査　　

３．総会前の法定備置書類の監査　　　　

４．株主からの質問に対する説明の準備

1． 株主総会招集手続、提出議案・書類、総会前の法定備置書類等の監査実施報告、審議

2． 株主総会で監査役口頭報告を行う場合には、報告者の選任及び報告内容の審議

3． 株主からの質問に対する説明者及び説明内容の審議　

1． 株主総会の議事運営及び決議方法の適法性を確認

２．監査役の口頭報告

　　　

　　　

３．株主からの質問に対する回答　　　〇商237の3

1． 監査役会招集者、議長選任、常勤監査役の互選

2． 監査役の報酬、賞与又は退職慰労金の協議

3． 計算書類等及び会計監査人監査報告書等の受領者の選任等

4． 監査方針、監査計画、監査業務分担の審議

１．株主総会議事録の記載内容の監査　　　〇商244

2． 決算公告、決議通知、利益処分、商業登記等、株主総会決議事項の実施状況監査

3． 総会後の法定備置書類の監査

4． 総会終了後の取締役会決議事項についての審議・承認状況監査

１．有価証券報告書等の監査

２．税務申告の状況


（株主総会後の監査役会での決議･協議） 

  　株主総会直後に全員出席の下の監査役会を開催する工夫をし、下記決議・

協議の代表取締役への報告を補佐する。

  ａ）監査役会招集者、議長選任

  ｂ）常勤監査役の互選

  ｃ）監査役の報酬

  ｄ）監査役賞与の配分

  ｅ）退任監査役への退職慰労金の確定（退任監査役がいる場合）

・必要に応じてその後に開催される取締役会に報告する。

・スタッフは互選書、協議書あるいは議事録(監査役会で協議した場合)を作成し、代表取締役又は役員人事主管部門へ提出する。

（監査計画及び監査業務の分担）　　　　　　　　　　　　〇商特18の2②

（１）監査方針（案）の作成  

① 全社経営方針、経営計画、社会の企業活動に対する関心や行政の動向なども含めた経営環境、企業業績並びに前期の監査結果・監査経過等を確認・考慮し、当期の監査方針（案）を作成する。

　　② 作成した監査方針（案）について監査役と確認・調整を行い、監査の重点を明確にする。

（２）監査計画（案）の作成

① 監査方針に基づいて監査対象及び監査方法を設定し、監査計画（案）を作成する。

② 計画の対象となる期間を、監査役と調整のうえ、決定する。

※監査計画の期間は、「定時株主総会の翌月から翌年の定時株主総会の月まで」とする例が多い。

③ 監査対象並びに監査時期等は、会計監査人及び内部監査部門等の監査計画との関係を考慮のうえ、設定する。

　　④ 作成した監査計画（案）について監査役と調整を行い、最終（案）を作成する。

（３）業務分担（案）の作成

独任制の原則を踏まえ、監査役の業務分担が明確になるよう案を作成する。

■非常勤監査役についても往査への同行、事業所見学等、日常の監査活動への参画プランも検討することが望ましい。

（４）監査方針・監査計画・業務分担（案）の決議　

① 監査役会の決議事項として、当期の監査がスタートする前の監査役会に議案として提出し、審議のうえ、正式に決定する。

② 速やかに、取締役会にて監査役が報告できるように準備する。

（監査費用）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〇商279の2

スタッフは、監査役会の承認を得たうえで、監査費用を会社に請求する。請求に際しては効率性及び適正性に留意する。

　　① 前年度の費用について確認・分析を行い、監査計画に基づき予算案を作成する。

② 日常の支出、発生経費を管理し、実績を把握・分析する。

〔費用の例〕スタッフの人件費、往査の出張費、調査費、会議費、交際費等

（株主総会後の確認業務）
1 株主総会議事録の記載内容を確認する。

2 有価証券報告書、決算公告(含むホームページへの公示)、商業登記等が期日通り実施されたかどうかの確認を行い、監査役に報告する。

3 総会議事録等の備置状況に加え議決権行使書、包括委任状の適法性及びその備置状況(総会から3ヶ月間)を確認する。

（代表取締役との定期的会合の事務局）

① スタッフは、代表取締役との会合を設定するために、関係部門と日程の調整を行う。

② 監査役の指示により､必要な資料を準備する。

（会計監査人との連係）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〇商特8

スタッフは、監査役監査の実効性を高めるため、会計監査人との連係を図る。① 会合を設定し、監査役とともに会計監査人の監査計画を確認する。

　　② 棚卸など必要に応じ、会計監査人の監査に立会う。

③ 監査役会の監査計画を会計監査人に説明する場合、その資料を作成する。

（企業活動の適法性と企業財産の適正な表示及び管理の調査・確認）
スタッフは、監査役を補佐し、健全な経営を推進する見地から、取締役職務執行の適法性･妥当性を確認する。　　　　　　　〇商274、同275の2

 (１) 法令、定款に準拠した会社運営の確認

① 商法、証券取引法、税法、関係業法、独占禁止法、環境規制法、労働基準法 他　　　　　　

② 企業会計原則等

③ 定款、取締役会規則、決裁基準等の社内規定

(２) 会社財産の実質価値の把握

① 重要な資産の棚卸に立会うほか、｢時価会計｣､｢年金会計｣、さらに「減損会計」等について、会計監査人、経理部門から意見を聴取する場を設定する。

　  ②特に問題点があれば、監査役と関係部門との意見交換の場を設定する。

（取締役会への出席）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〇商260の3

 (１) 監査役の取締役会への出席準備

① 付議事項の事前検討のため、資料を取り寄せるほか、必要に応じて関係部門に説明を求め、経営判断に必要かつ十分な情報が記載されているか確認する。

② 必要に応じ取締役会の前に監査役会を開催し、付議事項を事前検討する。

 (２) 監査役の取締役会への出席

① 招集手続の適法性、議案内容の適正性等を確認する。

② 監査役の意見陳述、報告事項等がある場合には、関係資料を作成する。

③ 議事録の記載内容を確認する(経営判断原則※に沿った合理的な検討･審議のプロセスであることが記録されているか、監査役発言要旨が記載されているか等)。

※[1]事実認識に重要かつ不注意な誤りがないこと

[2]意思決定過程が合理的であること

[3]意思決定内容が法令及び定款に違反していないこと

[4]意思決定内容が通常の企業経営者として明らかに不合理でないこと

[5]意思決定が取締役個人の利益でなく、会社の利益を第一になされていること

（重要な会議等への出席）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〇商274

スタッフは、監査役の重要会議への出席につき関係部門と日程等の調整を行う。
(１) 経営会議・常務会等への出席

    議案内容、議事録内容の適法性・妥当性等を確認する。

(２) その他の重要会議への出席

    〔例〕経営方針発表会、経営検討会、事業計画検討会、品質会議、環境会議、リスクマネジメント会議、コンプライアンス委員会 等

■スタッフも可能な限り出席できるよう調整し、経営状況等の把握に努める。

（内部監査部門等との連係）

スタッフは、監査役監査の実効性を高めるため、内部監査部門等との連係を図る。必要に応じ内部監査部門等の協力を得る。また、会計監査人監査も活用する。

（１）内部監査部門等の監査計画の確認・調整

① 内部監査部門等より監査計画を聴取する。

② 内部監査のチェックリスト等の提供を求め、内容につき意見交換を行う。

③ 内部監査と監査役監査との日程、内容等を調整する。

④ 会計監査人による内部統制の評価なども聴取する。

（２）監査結果の聴取及び意見交換

 　  監査結果を聴取し、必要があれば、内部監査部門等に対して、調査を依頼する。

（内部統制上の諸制度に関する調査）

スタッフは、経営方針、組織体制、規則制定、権限責任の明確化など内部統制の整備・運用状況について監査役の指示に基づき調査し、報告する。

① リスク発生防止の管理体制が十分であるか、コンプライアンスの確立がなされているかを調査する。

② 内部統制システム整備のチェックを行う。倫理綱領や諸規定の整備・周知・運用実態についても調査する。

（情報開示･伝達体制の確認）

スタッフは、下記のような情報の開示・伝達・処理の体制について、監査役の指示に基づき調査し、報告する。

① クレーム・苦情のような企業のマイナス情報

② 事故・災害・係争の発生等企業の健全性に影響を与える情報

③ ホットライン等の内部通報システムによる、社内外あるいは業務執行ルート外からの情報

（書類の閲覧）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〇商274

スタッフは、監査役とともに重要書類を定期的に閲覧し、適法性(社内規定を含む)及び妥当性等の観点からチェックし、疑義等につき、監査役から指示を受けて、関係部門に確認する。

■監査役が閲覧する書類は、あらかじめ取締役との協議を行うことなどにより、自動的に回付する仕組みを構築しておくことが望ましい。

① 重要な稟議書､伺書

② 取締役会等の重要な会議資料・議事録  

③ 月次決算書、契約書 等

（情報管理の調査）

スタッフは、所定の文書・規程類、重要な記録及びその他の重要な情報の整備・保存等その管理状況を調査し、必要に応じて関係部門との意見交換の場を設定する。

（実地調査・子会社等の調査）　　　　　　　〇商274の3、〇商特19の3

スタッフは、監査役の往査・聴取にあたり、その業務が円滑に進むように補佐する。

（１）事前準備

① 往査並びに聴取対象部門の選定（ベースは「監査計画書」による）

往査・聴取の対象は、担当取締役、社内事業所、子会社等

　　② 対象部門及び関係部門との日程調整

　　③ 往査先の基本データ・事前準備資料の整備等

④ 往査通知書（依頼状・調査表）の送付

・往査日時 ・往査人 ・往査目的 ・調査項目 等を記載

⑤ 前回の指摘事項のフォロー並びに予備調査

⑥ 往査のポイント、質問事項等の整理

(２) 監査役との往査部門に関する事前の意見交換

① 事前準備資料を作成し、配布するだけでなく、ポイントを説明する。

② 監査役とスタッフの意見交換による重点監査事項や論点などを整理する。

(３) 往査の実施

  監査役の指示に基づき監査役に随行・同席する。

① 往査先責任者等からの聴取

② 現地立会い・視察による確認

③ 往査先責任者との意見交換及び監査役講評の補佐

(４) 監査調書(往査記録)の作成

① ポイントを押さえ、簡潔に記載し、速やかに作成する。

② 監査役からの提言・助言の記載内容を確認する。

③ 保存及び保存期間については留意する。

■監査調書については、監査役会への報告資料に留まらず代表取締役へ報告する等により､取締役への助言・勧告の裏付け資料として活用することが望ましい。
(５) 監査役指摘事項等の確認とフォロー

① 監査調書の往査先への送付等により、指摘内容の理解につき双方に齟齬を来さないようにする。

② 指摘事項をフォローする。

(監査役会監査報告書の作成までには、確認しておく。)

（競業取引等についての調査と適法性の確認）　　　〇商264、同265、同266

次の事項についての状況が洩れなく報告され、かつ、必要ある場合に取締役会の承認を得ているか、あるいは社内の決裁手続が適正に行われているかを確認する。

① 競業取引・利益相反取引

　　・該当する取引がある場合、取締役会にてあらかじめ承認を受けているか、またその結果を取締役会に報告しているか確認する(役員の兼務状況をチェックし該当取引が発生するような兼務先がないかを確認)。

② 無償の利益供与

　　・利益供与については、寄付金、広告宣伝費、交際費、会費、雑費等の科目に含まれる事が多いので、帳簿･伝票等のチェックにより、相手先・支出の内容が適法か、額が適切かを確認し、監査役に報告する。

③ 子会社又は株主との通例的でない取引等

　・子会社との取引条件の設定･改定の状況を所管部門ないしは当該子会社から確認する。また、特定の株主との取引が無いかどうかを確認する

　　（子会社を迂回した取引も起こりうるので、子会社調査でも留意）。

■必要に応じて、取締役より、競業取引等に関する「業務執行確認書」を取得する場合は、関係部門と調整する。

（自己株式の取得及び処分又は株式失効手続等の適法性の確認）

自己株式の取得及び処分又は株式失効手続等については、法令等を遵守しているか、担当部門より資料に基づき説明を受け、確認し、監査役に報告する。

　　　　〇商210～213､〇証取159(相場操縦規制)､同166(内部者取引規制)

（会計監査人の監査実施状況の確認）

　　① 監査立会（棚卸資産・有価証券等の現物棚卸、その他の会計監査）を行う。

② 監査結果報告会での報告聴取、意見交換を行う。

③ 監査立会記録を作成する。

［Ⅱ．「監査役会の事務局業務」（P3）に記載の通り。］

（監査役間の情報の共有）

スタッフは、監査役間の情報の共有化を図るために書類の回覧を工夫し、また監査役(必要に応じてスタッフを含む)の連絡会を開催する。

① 監査に参加していない監査役にも、監査調書の回覧等を行う。

② 監査役連絡会の事務局として、スケジュール調整や資料の準備を行う。

■社外監査役に対し、監査上必要な資料に加え、不足がちになる社内の一般的な情報についても、定期的に提供するようにスタッフは配慮する。

（子会社等監査役との連係）　

スタッフは、監査役監査の実効性を高め、かつ効率的な監査を実施するため、子会社等の監査役との連係を図る。

（１）グループ監査役連絡会の企画及び運営

    ① 商法改正等についての勉強会

② 監査計画の報告･調整、各社の概況報告、監査の実施状況等

（２）子会社等の監査役へのサポート

  　〔例〕質問対応、資料提供  等

■親会社の監査方針を､上記連絡会などを通じ子会社等監査役にも連絡し、グループ全体にて一貫した監査活動になるようにスタッフとして配慮する。
（代表取締役との会合の事務局）

① スタッフは、代表取締役との会合を設定するために、関係部門と日程の調整を行う。

② 監査役の指示により､必要な資料を準備する。

（中間決算監査の業務）　　　　　　　　〇商293の5､同266、同277､同278

中間決算監査については、期末決算の業務に準じてスタッフは対応するが、特に次の点に留意し確認のうえ、監査役に報告する。

① 中間期から適用される会計方針、法改正等が中間財務諸表に適正に反映

されているか。

② 中間配当手続の適法性を確認する。

③ 期末決算との継続性を保てるような考え方となっているか。

(付記)左記のスタッフ業務も同様。

（会計監査人との連係）

スタッフは､監査役と会計監査人との会合を設定し、監査の状況を把握するとともに、意見交換を行う。

（中間決算時の監査役会の事務局）

スタッフは事務局として､資料を準備する。

（期末決算監査の事前準備）

スタッフは、期末監査が円滑に実施できるように日程調整を行う。

① 関係部門の決算日程を調査のうえ、監査役の期末監査日程を作成し監査役と調整する。

② 監査報告書に記載を要する133条監査などについては、監査活動の結果をまとめておく。

（期末決算時の監査役会の事務局）

スタッフは、日程等の資料を準備するとともに、監査役のスケジュール調整等を行う。

（会計方針等に関する意見）　　　　　　　　　　　　〇商281の3②五

会計方針の変更等については、関係部門よりあらかじめ内容を聴取する。また、必要があれば、会計監査人から意見を聴取する。

特に問題点があれば、監査役と関係部門との意見交換の場を設定する。
（計算書類等の監査）　

〇商281① ④､同281の2､〇商特12､〇施行規則35～102(貸借対照表

及び損益計算書)､同103～105(営業報告書)、同106～108(附属明細書)

① 書類等の受領前に関係部門に、決算内容の説明を求める。必要があれば、会計監査人に同席を求める。

② 計算書類等を日程通り確実に受領し、内容を調査・分析し、関係部門及び会計監査人との意見交換の場を設定する。

③ 会計監査人から「会計に関する部分の確認書」を受領し、監査役の監査業務を明確にする。特に、監査役が主として担当する営業報告書の非会計部分については、監査役に意見具申できるよう調査する。

④ 会計監査人監査の相当性については、監査役会にて報告できるように監査役を補佐する。

■計算書類等のうち、会計的事項は会計監査人に依拠するが、会計監査の適正性・信頼性を確保するためには、監査役としても検証を行うことが望ましいのでスタッフはこれを補佐する。

（代表取締役との会合もしくは文書の受領の事務局）

スタッフは会社からの提案については、監査役会の議題とするように準備し、その結果を担当部門に連絡する。

（会計監査人監査報告書の受領）　　　　　　　　　　　　　　　〇商特13

スタッフはあらかじめ受領の日程を調整し、同席する。

（監査報告書の作成・検討）　　　　　　　　　〇商特14､〇商281の3②
スタッフは、監査役監査活動の集大成となる監査報告書（案）の作成を補佐し、監査役の確認を得て監査役会に提出する。

（１）監査報告書作成日の検討

会計監査人の監査報告書受領日を勘案して検討する。

（２）監査報告書（案）の作成前の準備 

① 監査役活動年間総括表の作成  

監査役の年間活動状況の把握・確認のため、総括表を作成する。総括表に記載する主な事項は、下記の通り。

      【活動内容】

         ａ）取締役会への出席状況

         ｂ）取締役会議案一覧

         ｃ）重要会議への出席状況

         ｄ）閲覧した重要書類

         ｅ）往査・聴取実績

         ｆ）会計監査人との連係事項

         ｇ）内部監査部門との連係事項

         ｈ）取締役の兼務状況

         ｉ）競業取引･利益相反取引等の監査項目の確認

         ｊ）監査役会議案及び出席状況 等

       【その他】  

         ａ）監査対象先(本社内各部門、支社、事業所、子会社等)一覧   

         ｂ）監査費用  

          ｃ）株主総会日程と監査役の対応  等

② 監査役による監査結果の検討・意見交換の補佐

③ 会計監査人の監査報告書の検討及び意見交換の補佐

    ④ その他、特に報告(付記)を要する事項の検討

   　   競業取引、利益相反取引、無償の利益供与、子会社又は株主との通例的でない取引、自己株式の取得・処分､後発事象等の重要事項・係争事件等

（３）法定記載事項の検討 

① 監査役会の監査報告書記載事項

② 競業取引等についての監査方法の概要の記載事項

③ 競業取引等についての監査結果の記載事項

④ 後発事象

（４）特殊な記載事項の検討 

〔例示〕･会社関係者の不祥事・起訴等に該当する事例

・監査役の死亡･病気等による署名押印･監査業務の関与等の事例

･仮監査役に関する事例

(５) 監査報告書（案）の作成

過去の監査報告書を参考に、法定記載事項を網羅しているか、また、付記事項の有無を確認、さらに下記の項目も考慮のうえ作成する。

① 当期から適用される法令の改正があった場合には、それに関する事項を反映する。

② 当期における会社固有の監査事項がある場合には、その監査方法及び監査結果を記載する。

③ 期中に監査役が欠けた場合、その具体的事実を注記する。

④ 社外監査役の表示を注記する。

(６) 監査報告書（案）の監査役会への提出  

① 監査役会に提出し、協議のうえ承認を得る。

② 出席監査役の署名押印を受け、監査報告書を完成させる。

(７)監査報告書の提出等

① 原本を代表取締役に提出する。

② 謄本を会計監査人に送付する。

（決算取締役会関連の業務）

詳細は、株主総会関連の業務(P20)に記載。

　　■決算取締役会後に決算発表する場合は、あらかじめ「決算短信」の記載内容が十分か確認する。

（連結決算関連の監査）　　　　　　　　　　　　　　〇施行規則180～185

① 連結計算書類の信頼性確保のためには、連結の範囲(持分法適用会社を含む)が適切であることが重要であるので、関係部門から、あらかじめ報告を求め、意図的な連結外しがないことを確認し、監査役に報告する。

② 連結決算監査の手法については、個別決算の期末決算監査に準ずるが、連結決算特有の項目の監査に留意すること。

③ 会計監査人監査報告書の受領及び監査役会監査報告書の作成並びに提出についても同様に個別決算時の作業に準ずる。

※日程配置については、連結は個別より遅く設定され、取締役・会計監査人・監査役の合意の下、早めることもできるようになっている。一方、証券取引所より連結重視の決算発表の早期化が求められ、決算実務は連単並行して実施されるような動きにあるので、適法かつ合理的な日程計画となっているかをスタッフは確認し、関係部門と調整する。

（株主総会関連の業務）

監査役スタッフは、株主総会開催に際し、運営が適切であることを確認するとともに、関係部門と共同して円滑な総会運営にあたる。

〔関係部門の例〕経理､財務､総務､人事､法務､広報､社長室､経営企画室 等

（スケジュールの適法性確認と各種日程調整）

① 決算日、会計監査人監査報告書受領日、

監査役会監査報告書作成日の日程

  ② 決算取締役会、決算発表、株主総会招集通知送付等の日程

  ③ 監査役の会計監査人及び関係部門との意見交換（商法の要請、ＩＲの観点、証券取引所による決算発表早期化・開示内容の充実への対応等）

（株主総会関係書類の検討・確認）　　　　〇商283、〇施行規則11～20

① 決算取締役会の前に監査役会で、株主総会議案を検討できるように関係部門と調整する。

② 決算取締役会において、代表取締役から、計算書類及び附属明細書に関する会計監査人監査報告及び監査役会監査報告の内容について説明がなされたかを確認する｡

③ 関係書類につき適法性はもとより、内容・表現の妥当性についても確認する。また、関係書類間の数値の一致と前年度との継続性にも留意する。　　

〔関係書類の例〕招集通知・添付書類・議決権行使書 等

④ 辞任監査役の意見陳述の有無につき照会をしているか確認。意見陳述がある場合は､内容を確認し、監査役に報告する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　〇商275の3の2、〇施行規則19

（監査役の口頭報告及び想定問答集の作成など）　　

① 口頭報告（案）の作成　　　　　　　　　　　　　　　　〇商275

・前年度報告の内容を参考に作成し、監査役に提出する。関連法令に改正があれば、内容変更が必要かどうかを検討する。

② 株主総会想定問答集の作成及び監査役との意見調整

・監査報告書、株主総会招集通知に関する想定質問につき、法令・定款の根拠等を整理・確認する。

・前年度資料の修正・削除と必要事項の追加を行い、監査役に提出するとともに、今年度の特別事項について検討する。

   ③ 関係部門との調整、その他

・株主総会での想定質問につき、経理、総務、人事等関係部門相互に調整し、洩れのないことを確認する。

・各部門の回答内容の妥当性等について確認する。

（総会直前業務）

① 法定備置書類の確認　　　　　　　　　　　　　　　　　〇商282①

・株主、債権者の書類閲覧権に対応した法定備置書類の整備状況を確認する。なお、連結計算書類は備置することは求められていない。

〔備置書類の例〕定款、株主総会議事録、取締役会議事録、監査役会議事録、計算書類、附属明細書、役員退職慰労金内規 等

② 質問状への回答準備

・締切日までに質問状の有無をチェックし、監査役に関する質問がある場合は、回答案を作成し、回答者について協議する。

③ 閲覧請求への対応準備

・備置書類の閲覧請求があった場合の対応につき、総務・経理等実務

対応部門の準備状況を確認する。

④ 関係部門との調整・確認（総務、経理、広報  等）

・会場レイアウト、議事進行要領、事務局業務分担、緊急時対応等、実務対応部門の準備状況を確認する。

⑤ 株主総会リハーサル

・株主総会リハーサルへ監査役とともに出席し、議事進行、準備体制を確認する。特に、監査役の口頭報告、模擬質問の応答に留意する。

⑥ 後発事象の有無の確認

      ・監査役会監査報告書提出後に発生した後発事象の有無を確認し、あ

る場合、総会で議長が報告することになっているか確認する。

（株主総会当日の業務）

スタッフは事務局として監査役を補佐する｡

  ・監査役への質問の回答につき臨機応変に補佐する。

→左記に対応するスタッフ業務は､｢株主総会終了後の監査役会｣(P5)に記載
（株主総会後の監査）

① 株主総会後の確認業務

・株主総会議事録の記載内容を確認する。

・有価証券報告書、決算公告(ホームページへの公示)、商業登記等が期日通り実施されたかどうかの確認を行い、監査役に報告する。

・株主総会議事録等の備置状況に加え議決権行使書、包括委任状の適法性及びその備置状況(総会から3ヶ月間)を確認する。

　　　 ［公告:〇商特16② ③、〇商283④ ⑤ 登記:〇商67、同188③(変更)

備置：〇商282①､同263①］

② 株主総会運営結果に対するフォロー

・結果検討会〔反省会〕に参加し、関係部門と運営結果について検討し、次年度の課題をまとめる｡

（その他決算関連監査）　

① 有価証券報告書　　〇証取24、｢企業内容等の開示に関する内閣府令｣

      ・作成状況の聴取及び原稿段階での内容の確認並びに適時に提出されているかの確認。

② 税務申告書

・作成状況の聴取

■内容について、決算案への織込みと乖離がないか確認する。

■主な所得加算･減算の内容を聴取する。
・適時に申告納税が完了しているか確認する｡

(付記)株主代表訴訟への対応については、個別かつ非定常的な内容であるので、ケース・スタディ委員会報告（月刊監査役№452）等の研究成果を参照されたい。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　以  上

Ⅳ．監査業務支援ツール

「監査役スタッフ業務マニュアル」を参考にスタッフが年間の監査活動を遂行する際は、後掲の「監査業務支援ツール」を有効に活用

いただきたい。このツールは、日本監査役協会に登録している各社において、実際に使用しているチェックリストやマニュアル、各種調

書の様式、ノウハウ等を収集し、加筆修正したものである。「監査役スタッフ業務マニュアル」では、年間のスタッフの基本業務を時系

列的に整理した。「監査業務支援ツール」は、その場面に応じて利用できるチェックリストやマニュアル等を提供することで、より効率

的なスタッフの業務を実現することを目的にしている。

各社の業態は様々であるが、監査役監査の目的は「取締役の職務の執行を監査する」ということであるため、実際にツール類を収集し

てみると、業態の違いによる業務の差はそれほど見られず、どちらかといえば商法に則った共通的なものが多く見受けられた。

掲載したツールリストは、いくつかのカテゴリに分けている。このカテゴリのなかでは、同種のツールも紹介されているが、これは、

あえてこうしている。すなわち、無理やり一つのひな型的なものに収斂させるよりも、実際に各社が工夫している点をなるべく生の状態

で示したほうが、選択の幅が広がるであろうと考えたからである。
　　　　リストに示したツールは、当協会のホームページからＷｏｒｄ又はＥｘｃｅｌ形式でダウンロードできる。今回は、加工しやすい電子

媒体で入手できるツールを収集した。各社の状況に応じて自由に加工して利用していただきたい。　そして、さらに新しいツールを考案

された際には、是非、当協会にお寄せいただきたい。将来的に様々な業種の様々なツールがデータベース化されれば、より効率的な監査

が可能になるものと思われる。ただし、留意していただきたいのは、チェックリストやマニュアルをただ利用するだけではなく、自分自

身の目で確認し、考え、行動することが重要であるということである。監査品質の向上は、ツールの充実によりもたらせられるのではな

く、監査する者の質的向上によりはじめて可能になるからである。

【利用方法】

下記の操作で入手できます。

◎当協会ホームページ（http://www.kansa.or.jp）にアクセス→「監査業務支援ツール」のアイコンをクリック→リストのタイトルをクリック

※「固定№　」は、各ツールの固有の受付番号であり、将来ツールが追加されても変動することはありません。

※「変動№　」は、追加・更新時におけるファイル整理上の通し番号となっており、将来ツールが追加されるたびに変動します。

なお、この「監査役スタッフ業務マニュアル」は、「スタッフ業務説明用ツール」の固定№111に収録されております。

監査業務支援ツールリスト（平成１６年７月２３日現在）　　　
平成１６年７月２３日　日本監査役協会本部　監査役スタッフ研究会作成

Ｃ：チェックリスト　Ｆ：フォーム

Ｍ：マニュアル　　　Ｓ：サンプル

固定No．
変動No．
タイトル
内容
ツールの説明
キーワード

Ａ．監査役選任時用ツール

91
1
監査役選任議案同意依頼･回答
S
監査役選任議案への同意依頼書とこれに対する回答です。
選任同意書

1
2
監査役選任議案に関する監査役会の同意の文書化等について
M
監査役選任議案に関する監査役会の同意の文書化等についてまとめたものです。
選任同意書

2
3
監査役選任同意に関する監査役会議案書
S
監査役会の同意に関する監査役会の議案書の例です。
選任同意書

3
4
監査役選任同意に関する監査役会の議事録
S
監査役会の同意に関する監査役会の議事録記載例です。
選任同意書

4
5
社外監査役の資格要件（平成13年商法改正以前）
M
平成１３年商法改正以前の社外監査役の資格要件です。
社外監査役

Ｂ．監査業務説明用ツール

5
6
監査役および監査役室の業務内容
M
監査役･監査役室の業務マニュアル的なものです。
業務説明

101
7
監査実施要領（簡易版）
Ｍ
監査役の業務説明を簡略に記述したものです。
業務説明

84
8
監査役監査実施要綱
M
監査役監査の実施要綱です。
監査基準

Ｃ．スタッフ業務説明用ツール

111
9
監査役スタッフ業務マニュアル
Ｍ
本部監査役スタッフ研究会が作成したスタッフの業務マニュアルです。平成16年改定監査役監査基準がベースになっています。
マニュアル

111付
9付
年間監査活動とスタッフ業務一覧表
S
上記マニュアルの付表です。
監査計画

77
10
監査役スタッフの業務
Ｍ
監査役スタッフの基本業務です。
マニュアル

78
11
監査役スタッフマニュアル
Ｍ
監査役スタッフの具体的業務マニュアルです。
マニュアル

98
12
監査役会事務局引継書
M
スタッフの業務を引継ぐ際に利用できる引継書の実例です。
マニュアル

Ｄ．監査計画作成用ツール

6
13
監査計画書作成手続
Ｍ
監査計画書作成手続をまとめたマニュアルです。
監査計画

7
14
重点監査項目設定手順
Ｆ
経常監査項目から重点監査項目を選定する手順を示すフォームです。
重点監査項目

8
15
監査役の業務の分担
Ｓ
常勤監査役、社外監査役、監査役スタッフの業務分担表のサンプルです。
業務分担

9
16
監査費用予算の作成
Ｍ
監査費用予算の作成マニュアルです。
監査費用

10
17
監査計画検討スケジュール
Ｓ
監査計画検討・策定のスケジュール表のサンプルです。
監査計画

11
18
監査役年間スケジュール
S
新任監査役に年間概略スケジュールを説明するときに使用している実例です。
監査計画

105
19
年間監査実績表・監査計画
Ｓ
各監査役の会議出席、往査等の実績、監査計画を表にした実例です。
監査計画

106
20
監査方針・監査計画
Ｓ
生協における監査方針と年間計画の実例です。
監査計画

108
21
監査実施日程表
Ｓ
年間の監査役の活動を月ベースで表にした実例です。
監査計画

110
22
年間監査スケジュール
S
年間の監査計画を表にした実例です。
監査計画

Ｅ．監査役会（会議）用ツール

12
23
監査役会の開催要領
M
監査役会の開催要領ほか関連法規がまとめてあります。
会議次第

13
24
監事会議事録例
S
生協監事会の議事録の実例です。
議事録

14
25
常勤監査役会協議記録
F
常勤監査役会協議記録のフォームです。
議事録

Ｆ．社内会議用ツール

15
26
重要会議出席時の留意点
Ｃ
会議に出席した監査役がチェックするポイントの実例です。
会議時留意点

16
27
管理部門・監査役連絡会要領
Ｓ
半期ごとの経営者との意見交換の要領です。
会議次第

107
28
監事会　年間活動実績表
Ｓ
生協における監事会の年間日程表です。
会議予定

17
29
上期三様監査懇談会議事次第
Ｓ
生協における監事、会計士、内部監査の懇談会議事次第です。
会議次第

18
30
下期三様監査懇談会議事次第
Ｓ
生協における三様監査懇談会での内部監査の位置づけです。
会議次第

19
31
監事出席重要会議記録
Ｆ
生協における監事の重要会議出席会議録のフォ－ムです。
議事録

Ｇ．社長懇談会用ツール

20
32
社長懇談会要領
Ｍ
四半期ごとの社長との意見交換の要領です。
会議次第

21
33
副社長懇談会要領
M
副社長との意見交換の要領です。
会議次第

Ｈ．中間配当用ツール

22
34
中間配当に係わる監査手続
M
中間配当に係わる監査手続の概要です。
配当

23
35
配当可能限度額の計算
C
配当可能限度額算出用のチェックシートです。
配当

Ｉ．会計監査人連係用ツール

67
36
会計監査人の選任要領
M
会計監査人の選任に関する法令の規定をまとめた資料です。
会計監査人

24
37
公認会計士とのコンタクト要領
M
公認会計士と打合せを行う際の要点を記載しています。
会計監査人

Ｊ．書類閲覧時用ツール

25
38
重要な決裁書類等の閲覧要領
M
重要な決裁書類を監査役が閲覧するときの手続です。
書類閲覧

Ｋ．調査・往査用ツール

85
39
ヒアリング実施通知書
Ｆ
監査役ヒアリング時の社内関係部署への協力依頼状です。
ヒアリング

86
40
支店ヒアリング実施基準
Ｍ
ヒアリング実施時の監査項目と内容サンプル一覧表です。
ヒアリング

94
41
支店ヒアリングチェックリスト
C
支店でのヒアリングの際のチェックリストです。
ヒアリング

26
42
監査調書フォーム
Ｆ
監査時の監査調書のフォーマットサンプルです。
調査・往査

87
43
監査調書フォーム２
Ｆ
監査時の監査調書のフォーマットサンプルです。
調査・往査

27
44
業務報告書フォーム
Ｆ
社内部署からの業務報告フォーマットサンプルです。
調査・往査

28
45
防災、安全衛生等調査票
Ｍ
防災･安全衛生等に関する調査事項･内容です。
調査・往査

29
46
電気工作物の維持及び運用調査票
Ｍ
電気工作物の維持･運用に関する調査事項･内容です。
調査・往査

30
47
公害防止、環境保全等調査票
Ｍ
公害防止･環境保全等に関する調査事項･内容です。
調査・往査

31
48
監査指摘事項区分表
M
指摘事項の軽重に関する分類基準です。
調査・往査

32
49
子会社関連会社往査基礎資料
M
往査対象会社の選定､計画策定､事前準備､実施の際のチェック項目を取りまとめたものです。
調査・往査

41
50
子会社等事前調査票
F
調査に行く前に子会社に予め記入してもらうシートです。
調査・往査

42
51
社内事業所の監査（往査）
M
社内事業所の監査（往査）時の実施要領です。
調査・往査

43
52
社内事業所監査予定表
F
期初に設定する予定です。
調査・往査

44
53
社内事業所監査予定通知文書
Ｆ
往査先へ事前に概略の予定を連絡する文書です。
調査・往査

45
54
社内事業所監査予定確認通知文書
Ｆ
監査直前に、予定の最終連絡をする文書です。
調査・往査

46
55
社内事業所監査項目チェックリスト
Ｃ
社内の部署ごとの主要監査項目チェックリストです。
調査・往査

47
56
往査標準業務処理要領
Ｍ
監査の標準的スケジュ－ルの事例です。
調査・往査

48
57
往査マニュアル　
Ｍ
ホテルにおける詳しい監査マニュアルです。
調査・往査

49
58
往査調書(工場用）
Ｃ
工場往査での調書項目です。
調査・往査

92
59
往査調書（証券会社営業店用）
S
営業店往査の際の基礎資料です。
調査・往査

50
60
監査・ヒアリング記録
Ｆ
監査・ヒアリング記録のフォ－ムです。
調査・往査

51
61
監査調書
F
金融機関営業所の監査調査フォームです。
調査・往査

52
62
海外現地法人往査項目
F
海外現地法人往査用フォームです。
調査・往査

96
63
指摘事項に対する回答書
Ｆ
監査役の指摘事項（要改善事項）と当該部署からの回答のフォームです。
調査・往査

54
64
監査質問事項聞取表
C
生協用往査時チェックリストです。
調査・往査

55
65
往査通知書
S
生協用往査予定の通知書の実例です。
調査・往査

56
66
往査結果報告書
Ｆ
往査結果の報告書のフォーマットサンプルです。
調査・往査

57
67
往査結果報告書確認依頼書
Ｆ
往査報告書に対する確認依頼書フォーマットサンプルです。
調査・往査

Ｌ．期末監査用ツール

99
68
期末決算日程管理表
Ｆ
3月決算を前提にした期末決算日程表です。
期末監査

89
69
期末監査実施要領
Ｆ
期末監査時のチェック項目と実施対応記入表です。
期末監査

58
70
計算書類及び附属明細書等の監査
Ｍ
計算書類及び附属明細書等の監査のポイントを記述しています。
計算書類・附属明細書

59
71
監査役監査に関連する自己診断書
Ｍ
組織責任者に記入してもらう133条監査項目を主体とした自己診断書です。
１３３条監査等

95
72
期末監査チェックリスト
Ｃ
計算書類等のチェックリストです。
期末監査

60
73
期末決算・期末監査のＱ＆Ａ
Ｓ
期末決算･監査に関するＱ＆Ａのサンプルです。
期末監査

61
74
業務執行確認書1
S
取締役の業務執行確認書（１３３条監査）です。
取締役執行確認書

62
75
業務執行確認書２
S
取締役の業務執行確認書（１３３条監査）です。
取締役執行確認書

53
76
業務執行確認書３
F
取締役本人による職務遂行についての確認書です。
取締役執行確認書

64
77
期末監査チェックリスト
C
前年と対比しての期末監査のチェックリスト（準拠法令つき）です。
期末監査

65
78
１３３条監査関連項目の監査
M
１３３条監査関連項目監査のポイントをまとめたものです。
１３３条監査等

66
79
非通例的取引の例
Ｍ
非通例的取引とは具体的に何か、例をまとめた資料です。
１３３条監査等

93
80
競業取引･利益相反取引監査記録
S
競業取引･利益相反取引について問題がなかったことを具体的事例を上げて説明した資料です。
１３３条監査等

68
81
株主配当に係わる監査手続要領
Ｍ
株主配当に関する監査ポイント、法令の規定をまとめた資料です。
配当

69
82
配当可能限度額の計算
Ｍ
配当可能限度額を算定する計算式です。
配当

70
83
年度監査総括
Ｓ
生協の年間監査総括です。通常の会社にとっても参考になります。
監査総括

97
84
年間監査実績表
Ｆ
各監査役の会議出席、往査等の実績を表にした実例です。
監査総括

Ｍ．監査報告書作成用ツール

71
85
監査報告書の作成と提出
M
監査意見形成から監査報告書提出までの流れを説明してあります。
監査報告書

72
86
監報告書本文と関連規程
S
監査報告書の本文と関連条文を整理したものです。
監査報告書

73
87
監査報告書作成時庶務業務
M
監査報告書作成から送付するに至る庶務的業務の手順書実例です。
監査報告書

109
88
監査業務実績一覧表
Ｓ
年間の監査役の活動実績を表にした実例です。
監査総括

Ｎ．総会関連と直後の監査役会用ツール

74
89
株主総会関連準備
Ｃ
協議書面　口頭報告　答弁準備書　持込書類です。
株主総会

76
90
株主総会後の留意事項
Ｍ
常勤監査役選出、各監査役報酬等協議の要領です。
協議

75
91
常勤監査役の互選手続
Ｆ
互選書のひな形です。
互選

90
92
報酬･退職慰労金協議書
Ｓ
監査役報酬･退職慰労金に関する協議書サンプルです。
協議

Ｏ．代表訴訟対応用ツール

79
93
代表訴訟対応マニュアル
Ｍ
株主代表訴訟の対応マニュアルです。
代表訴訟

Ｐ．その他

81
94
Ｈ１５商法施行規則対比表
M
平成15年改正を受けた商法施行規則の新旧対比表です。
法令改正

82
95
稟議書フォーム
F
簡易的な稟議書のフォームです。
稟議書

88
96
稟議書調査票
Ｆ
稟議書に関する調査票の帳票サンプルです。
稟議書

83
97
コンプライアンス行動指針
M
倫理遵守に関する一般的な指針を述べています。
コンプライアンス

Ⅴ．おわりに　－監査役スタッフの意識改革に向けて－

今回の研究会には、会社の規模、業態、経歴、スタッフとしての経験期間などの条件が異なる様々なスタッフが集まり議論を進めたが、各社での実務の実態に照らして、そこまでできない、いやいやかくあるべきだなど時には激論を交わしながらも、少なくとも新任のスタッフが頼りにできる標準的な業務マニュアル・ツール集作成を目指して努力をしてきた。さらにベストプラクティスに向けた「望ましい業務」例などの記載より、各社の状況に応じて幅広く活用して頂けるよう工夫を施したつもりである。また、ツールについても参加したメンバー内の知見に留まらず、協会からも広く会員各社に呼びかけをしていただき、多くのツールの収集ができ、関連条文なども更新し、有用性の高いものとするように心掛けた。

図らずも今回のスタッフ意識調査の結果では、マニュアルが整備されていない会社が半分以上であること、社外の勉強会への参加や他社との交流でスタッフとしての知識の修得に取組みたいという姿勢のスタッフも多いということが浮き彫りになり、本マニュアルは、そういうニーズにも応えられるのではないかと感じている。

このマニュアルは、いまだ完成型ではない。スタッフ業務としてのベストプラクティスに向けては、各社で種々の取組みをされていると思われる。これらの優れた事例を様々な機会を捉え吸い上げ反映していく必要があるとともに、ツールに関しては、今後とも協会に協力いただき、ホームページを通じて継続的に実例を収集していく仕組みとしている。いわば、協会とスタッフとの双方向のやり取りで、より良いものにしていくマニュアルであり、スタッフの皆様のこれからの参加を期待し、歓迎したいと思う。加えて、本マニュアルに対しても忌憚ないご意見を頂ければ幸いである。

また、平成16年度から本格対応を求められる業務である「連結決算監査」への対応についての記述は十分と認識していない。実務に裏打ちされたスタッフマニュアルという性格から、今後の実務慣行の定着を踏まえての改訂に託したいと思う。

　　

　ある監査役が「監査は一期一会」と言われた。例えば、監査先は一年に1回、監査先によっては数年に1回しか監査できないなかで、その1回の監査における監査役の適切な助言が執行部の琴線に触れ、執行部側に自発的かつ持続的に業務を改善して行こうという意識改革をさせない限り、真の効果は得られないという意味であろう。監査役からなされる提言・助言等が、健全性、効率性両面から経営に資するものであり、執行部側が価値あるものとして取り上げ業務に反映されるような成果が示されれば、補佐してきたスタッフとしても大きな手応えが感じられるであろう。そういう意味からも今後は監査の質とともに監査の効果が問われてくると思われる。

コーポレート・ガバナンスの一翼を担う監査役をまさに支え、監査役監査を通じて、会社の健全で持続的な成長への貢献ができれば、スタッフ業務のやりがいが高まると同時に社内外からの位置付けが高くなり、スタッフの活躍の場も広がってくると思う。そういうスタッフ像を求めて、今後とも皆様が努力されることを祈念し、また、そのために本マニュアルが些かでも貢献できれば、研究会として望外の喜びである。　以　上

研　究　会　メ　ン　バ　ー　表
会　社　名
氏　　名

＜アンケートＧ＞


新日本製鐵㈱
高橋　均　(幹事)

日新製鋼㈱
島村　高明

東日本旅客鉄道㈱
佐々　亨

日立キャピタル㈱
山本　一俊

㈱エヌ･ティ･ティ・データ
吉田　直人

クリナップ㈱
大和田　靖

双日ホールディングス㈱
赤尾　昌彦

エヌ･ティ･ティ・コムウェア(株)
荒木　智美

＜ツールＧ＞


三菱証券㈱
遠山　昌吾　(幹事)

伊藤忠商事㈱
横山　重樹　(幹事)

日本農薬㈱
船山　俊治

日野自動車㈱
松下　基志夫

㈱タカラ
原　　一司

大崎電気工業㈱
石山　秀雄

みずほ証券㈱
藤野　護

三菱重工業㈱
山本　陽茂

生活協同組合コープかながわ
塩飽　克昭

戸田建設㈱
東谷　恵一

㈱ホテルオークラ
杉本　進

高千穂交易㈱
吉田　哲

日本生命保険(相)
井上　英昭

三井物産㈱
鈴木　幸弘

(社)日本監査役協会
黒木　克哉　(事務局)
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